
地域共生社会に

必要な連携とは何か？

オンライン学習会

第２部 助成プログラム・連携事例の紹介

◆「ＷＡＭ助成」助成プログラムの紹介
ＮＰＯリソースセンター職員（福祉医療機構・ＷＡＭ）

◆ 事例紹介「障害のある方とともに暮らし続ける社会づくり」
小田 泰久 氏（楽笑）

◆ 事例のポイント解説
松原 明 氏

Zoomウェビナーでご覧の方は、
Q&A機能にてご質問いただけます。



WAM主催オンライン学習会

第２部 共生社会づくりに向けた連携の具体例

独立行政法人福祉医療機構（WAM）
NPOリソースセンター NPO支援課 渡真利紘一

「WAM助成」助成プログラムの紹介
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WAM助成の目的

政策動向や国民ニーズを踏まえ、民間の創意工夫ある活動や地域に密
着したきめ細かな活動等に対し助成を行い、高齢者・障害者等が自立
した生活を送れるよう、また、子どもたちが健やかに安心して成長で
きるよう必要な支援を行うことを目的とします。

地域共生社会の実現に向けて、制度の狭間にある課題に
対応する民間福祉活動を積極的に後押ししています。

WAM助成の目的
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WAM助成の対象

WAM助成は、社会福祉の振興を目指す助成制度

福祉制度の狭間に対応する事業が対象です
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でなく

WAMが目指している助成

地域の多様な主体の連携のハブとなるNPOなどに助成することで、

地域での総合的な取組みを支援し、併せて、一過性の助成金交付や

課題解決に留まるだけでなく、助成後も地域の活性化・新たな創生

につながる協働関係、ネットワーク作りの継続が維持されるような

助成を目指しています。 〈WAMホームページより〉

WAM助成により「４つの力」を高めて社会課題に対応

ＷＡＭ助成の目指すもの（意義や取組みについて） | WAM
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https://www.wam.go.jp/hp/guide-jyosei-vision-tabid-2135/


助成対象事業

他の団体と相互に連携し、協力関係を築いて実施すること

が助成の要件となっています。
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＜令和3年度事業募集要領より＞



※詳細は募集要領を必ずご確認ください。

助成対象者・助成対象経費

社会福祉の振興に寄与する事業を行う、

営利を目的としない団体が対象

※任意団体の助成対象要件
・理事を２人以上置いていること
・役員会など意思決定を行うための組織につ
いて、運営規約等に定めていること
・定款等に監事の設置規定があること 7



助成テーマ
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よくみられる連携体制図

よくみられるのは、図のような「住民の関わり」や「福祉関係者との連携」

で、これも一つの連携の形です。ここに、本日の学習会の視点を踏まえると…

◯一方的な⇒でなく、地域の多様な主体
がもつ異なる目的を知り、「共通の目
標」のなかにそれらを位置づけられるか

（参考）子どもの居場所事業の例

◯福祉領域を超えた地域の関係者と
ともに、どのように地域づくりを進
めていけるか 9



WAM助成に関してお伝えしたいこと

１．「複数事業の組み合わせ」の相乗効果を期待
⇒実態調査、人材育成や連絡会、事業継続に向けた取組も
事業実施における必要性により計画・実施が可能

２．助成期間中の「計画変更」への柔軟な対応
⇒事業目的の到達に必要な事業内容・資金計画の見直しが可能

３．助成期間中の研修・団体同士の情報交換の場を提供
⇒オンラインで自由に参加可能。全国各地の団体と出会う場に。

〈令和３年度実績〉

４．助成相談を年間を通じ、いつでも受付

✆03-3438-4756

研修テーマ 情報交換会のテーマ例

９月：ふりかえり評価 ・行政との協力関係の築き方等

１１月：会計・税務講座 ・コロナ禍における悩みや対応方法等

調査・評価や事業継続・
自立化に向けた取組
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〈参考〉応募・採択状況

応募・採択
状況

採択率

21.3％

採択事業の
状況

助成額内訳で
最も多い範囲は、

300万～
500万円

（参考）令和元年度データ

令和3年度データ
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〈参考〉WAM助成スケジュール
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※昨年度実績



〈参考〉WAM助成審査項目

（１）事業実施体制
①活動実績・財務状況
・これまでの活動実績・財務状況から事業を実施できる組織基盤はあるか。

②実施者適性、連携・協働
・団体設立の趣旨、活動実績、実施体制、専門性等、助成対象事業の実施主体として相応しいか。
・他の団体や関係機関、関係者等との連携・協働に有効性や実効性があるか。

（２）事業の目的、内容等の妥当性
①事業の目的及び内容
・助成対象事業の目的及びその必要性が明確であるか。
・具体性があり実現可能性があるか。

②計画の妥当性及び助成の効果
・事業計画に整合性、実現性、実効性はあるか。
・助成対象事業の量的な目標からみて効果をあげられるか、受益者や関係者のニーズを満たし質的な効果をあげられるか。
・助成対象事業の成果が地域や社会に波及することが期待できるか。

（３）費用対効果
①経費の妥当性
・経費の過剰積算、著しく高い単価の経費が無いか。

②経費の合理性
・費用対効果からみて経済的合理性があるか。

（４）自立的継続性・将来発展性
①自立的継続性・将来発展性
・事業継続の能力があり、将来的な発展性が期待できるか。

②助成の意義
・独創性、先駆性、普遍性、社会的必要性等が期待できるか。 13



〈参考〉モデル事業の紹介

✓複数年助成
（最長3年）

✓正職員の
人件費対象

✓伴走者との
協力体制

✓行政で政策化
・制度化
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〈参考〉モデル事業の紹介
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〈参考〉モデル事業の紹介
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